
2021年4月1日

厚生労働省 島根労働局

松江公共職業安定所（ ハローワーク松江）

企業に求められる「ビジネスと人権」への対応について

～「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書から～

令和７年度 公正採用選考人権啓発推進員研修会・
企業内人権同和問題トップセミナー

令和７年８月２６日（火）



目次

企業における人権問題への取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２

企業が尊重すべき人権の主体（ライツホルダー） ・・・・・・・・・・・・・P３

人権問題と企業活動におけるリスク・・・・・・・・・・・・・・・・・P４

企業が配慮すべき主要な人権リスク・・・・・・・・・・・・・・・P５

〃 ～労働基準法関係～・・・・・・・・・・・・・・P６

〃 ～安全衛生法関係～・・・・・・・・・・・・・・P７

〃 ～外国人関係～・・・・・・・・・・・・・・・P８

〃 ～ハラスメント関係～・・・・・・・・・・・・・P９

〃 ～差別、ジェンダー等～・・・・・・・・・・・・・P10

〃 ～サプライチェーン関係～・・・・・・・・・・・P11

人権に関する取組が事業活動に与える影響・・・・・・・・・・・・・P12

おわりに ～本日の研修のまとめ～・・・・・・・・・・・・・・・P13

1



企業における人権問題への取り組み
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【URL】
https://www.moj.go.jp/JIN
KEN/jinken04_00090.html

◆ビジネスと人権
（法務省HP）

◆「ビジネスと人権に関する調査研究」報告書

https://www.m
oj.go.jp/JINKEN
/jinken04_0018
8.html

本報告書は、企業が人権尊重に取り組むべき理

由と、それが経営に与える影響を体系的に示し

た調査研究です。人権への配慮は、顧客や取引

先からの信頼獲得、優秀な人材の確保、ブラン

ド価値の向上など、企業の成長に直結する好影

響をもたらしますが、一方で、対応が不十分な

場合は、社会的批判や不買運動、訴訟、事業停

止など、深刻な経営リスクにつながります。特

に、情報発信力の高い若年層やグローバル市場

では、企業の姿勢が厳しく問われています。経

営層が主導して人権課題に取り組むことは、持

続可能な企業価値の創出に不可欠です。

近年、企業活動と人権の関係に対する関心が高まっており、国連の「ビジネスと人権に関する指導原

則」（2011年）や、日本政府の「行動計画（2020–2025）」の策定など、企業に人権尊重が強く求めら

れる時代となっています。

企業が国内外で責任ある事業を継続するためには、人権への取り組みが経営に与える影響を理解し、適

切に対応することが不可欠です。本研修では、法務省の「ビジネスと人権に関する調査研究報告書」（以

下「報告書」）を抜粋し、人権リスクとその対応についてご紹介します。人権課題を経営視点で捉え、持

続可能な企業活動の実現に向けた取り組みをお願いいたします。



企業が尊重すべき人権の主体（ライツホルダー）
企業は、自社事業に関わる全ての従業員（正社員のほか、契約社員、派遣社員、アルバイト・パート社

員等すべての雇用形態を含む）の人権はもちろんのこと、取引先の従業員、また、顧客・消費者や事業活

動が行われる地域の住民等、自社の活動に関わる全ての人権を尊重しなければなりません。

例えば、自社従業員が顧客・消費者や取引先従業員に対して差別的な対応を行ったりすることで、深刻

な人権課題が発生する可能性があるため、十分な検討と対策を行う必要があります。
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企業が人権への影響を考慮すべき対象

従来、日本企業が主な人権リスクと

して捉えていた責任範囲

⇒自社の従業員や直接の顧客

・パワハラ、セクハラ

・部落差別（同和問題）

国連の「ビジネスと人権」において企業の責任とされる範囲

⇒サプライチェーン全体＆消費者、広告の受け手、直接

の取引関係にはない地域住民等

例：原材料の調達先で起きた人権侵害を看過し、その調達先

との関係を継続することは「人権侵害を助長した」と見なさ

れる可能性もある



人権問題と企業活動におけるリスク

企業活動における「人権リスク」とは、企業自身の損失リスクではなく、企業の事業やサプライチェー

ンによって、ライツホルダー（労働者、地域住民などの権利を持つ人々）が人権侵害の影響を受ける可能

性を指しますが、企業がこうした人権リスクを軽視・放置すると、結果的に企業自身の経営リスクにつな

がります。

人権問題は、企業の社会的責任にとどまらず、経営活動そのものに影響を及ぼす重要なリスク要因です。

貴社の持続可能な成長のためにも、人権リスクを経営課題として捉え、適切な対応を進めていただきたい

と考えます。
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人へのリスク

サプライチェーン上

の人々の権利が侵害

されるリスク
放っておくと…

企業へのリスク

オペレーショナルリスク

人材流出、ストライキ

法務リスク

訴訟、行政罰

評判リスク

不買運動、SNS炎上、取引先との

信頼喪失、人材確保困難化

財務リスク

売上低下、株価下落、投資撤

退、資金調達困難化



企業が配慮すべき主要な人権リスク
この報告書では、国際的な人権ルールをもとに、企業活動に関わる代表的な人権リスクを26のタイプ

に類型しています。

ただし、これら26の分類が全てではなく、社会の価値観や人権に対する考え方は時代とともに変化し

ていくことを踏まえ、企業は自社の事業内容や提供する商品・サービスに応じて、新たな人権リスクがな

いかを常に見直し、適切に対応していくことが重要です。
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企業が配慮すべき主要な人権リスク ～労働基準法関係～
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企業活動に関連する人権リスクの事例（労働時間）

 繁忙期に長時間労働が続いた結果、鬱病等を発症する

 人手不足により８時間以上連続して業務が続き、適切な休

憩を取得できない

 取引先が納期の直前に注文内容を変更し、サプライヤー内

部における長時間労働を誘発する

 裁量労働制を理由として、法定労働時間の総枠を超えた時

間数を時間外労働と認めない

 非正規雇用の労働者に対して労働時間の上限を考慮しない

企業活動に関連する人権リスクの事例（賃金）

 事業を行う営業地域の最低賃金を確認せず、基準に満たな

い賃金を支払う

 管理者が、まだ残業中の労働者のタイムカードを終業時刻

に合わせて打刻し残業代を支払わない

 深夜残業したにも関わらず、割増賃金が一部しか支払われ

ない

 退職者が賃金の支払いを請求したにも関わらず、規程の給

料日までに支払わない⇒使用者は請求から７日以内に賃金

を支払う義務が課されている（労働基準法第23条）

 労働者とその家族が生活する地域の物価を勘案せず、また

その家族の平均生活費を考慮せず賃金を決定する

【参考サイト】

労働基準法リーフレット

（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/0000056460.html



企業が配慮すべき主要な人権リスク ～安全衛生法関係～
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企業活動に関連する人権リスクの事例（安全配慮）

 就業中に転倒、転落、怪我をする可能性があることへの対

策を行わない

 健康へのリスクが懸念される危険な化学物質を使用する際

に事故防止等の安全策を講じない

 工場内での換気不足による衛生状態の悪化を放置する

 伝染病・感染症等への罹患を防止するための対策を講じな

い

 従業員が定期健康診断を受診できない

 取引先の労働環境が劣悪であることを知りながら改善要請

をせず取引を継続する

 労働者の安全防止施策について母国語で伝達されていない

【参考サイト】

安全・衛生関係法令等

（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/koyou_roudou/roudou

kijun/anzen/index.html

令和７年６月１日から職場における熱中症対策を強化

するため、改正労働安全衛生規則が施行されました。

これにより、熱中症の重篤化を防止するため「体制整

備」「手順作成」「関係者への周知」が事業者に義務

付けられることになります。

熱中症予防のための情報・

資料サイト

（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/seisakunits

uite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/ne

ttyuu/nettyuu_taisaku/



企業が配慮すべき主要な人権リスク ～外国人関係～
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企業活動に関連する人権リスクの事例（社会保障）

 労働者に対し、契約上合意された業務災害手当を給付しない

 企業が労働者に対して、差別的な加入要件を持つ民間の団体

保険プランを提供する

 社会保険の加入要件を満たしている可能性があるにも関わら

ず、雇用形態や国籍を理由に「社会保険に入ることができな

い」と伝える

【参考サイト】

外国人雇用のルール

（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/

seisakunitsuite/bunya/koyo

u_roudou/koyou/jigyounushi

/page11.html

外国人従業員を雇用したと

きの手続き

（日本年金機構HP）

https://www.nenkin.go.jp/ser

vice/kounen/tekiyo/hihokens

ha1/gaikokujinkoyou.html

企業活動に関連する人権リスクの事例（外国人）

 日本国籍でないことのみを理由に、外国人求職者の採用面接

への応募を拒否する

 労働契約の締結に際し、日本語が理解できない外国人労働者

に対して、労働条件等を日本語でのみ提示する

 外国人労働者の旅券、在留カードを保管する

 外国人労働者の退職時に当人の権利に属する金品を返還しな

い

 外国人労働者から求めがあった場合に、他の労働者との待遇

の相違の内容及び理由についての説明を怠る

 外国人労働者の苦情や相談を受け付ける窓口の設置等の体制

整備を行わない

 外国人労働者の妊娠、出産等を理由として解雇する

 健康指導／健康相談の対象から外す



企業が配慮すべき主要な人権リスク ～ハラスメント関係～
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企業活動に関連する人権リスクの事例（パワハラ）

【パワハラの６つの類型】

身体的攻撃、精神的な攻撃、人間関係からの切り離し、過大な要求、

過小な要求、個の侵害

 皆の前で起立させたまま、大声で長時間怒鳴り続ける

 部下が仕事ができない人間であると決めつけ、何の説明もなく役職

に見合った業務を与えない

 不要不急にも関わらず、休日や夜間に出勤を要請する

【参考サイト】

職場におけるハラスメント防止

のために（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakun

itsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukint

ou/seisaku06/index.html

企業活動に関連する人権リスクの事例（セクハラ）

 必要なく身体へ接触したり、食事やデートに執拗に誘う

 性的な事実関係を尋ねたり、個人的な性的体験談を話す

 業務用パソコンでアダルトサイトを閲覧し、それを見た同僚が苦痛

に感じて業務に専念できない

企業活動に関連する人権リスクの事例（マタハラ等）

 上司に妊娠を報告したところ「他の人を雇うので早めにやめてもら

うしかない」と言われた

 従業員本人の意に反して仕事を減らし、専ら雑務に業務を限る

 男性従業員から育休の希望があったにも関わらず取得を認めない

 妊娠や育児を理由に時間外労働の免除について上司に相談したとこ

ろ「次の査定の際は昇進しないと思え」と言われた

企業活動に関連する人権リスクの事例（ケアハラ）

 介護休業を申請する旨を周囲に伝えたところ、同僚から繰り返し批

判的な発言をされ取得を諦めざるを得ない状況に追い込まれた

 介護休業取得を理由に人事考課での不利益な評価を受けた



企業が配慮すべき主要な人権リスク ～差別、ジェンダー等～
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企業活動に関連する人権リスクの事例（プライバシー）

 従業員や顧客、他の個人に関して有する個人情報の秘密保持を怠る

 従業員のメール誤送信や外部からの不正アクセスにより個人情報を

含むデータを紛失・漏えいする

 採用に際し従業員の人種･病歴･犯罪歴等の情報を同意なく取得する

 採用に当たって妊娠検査を条件とする

【参考サイト】

障害者への差別禁止、合理的配

慮の提供義務（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni

tsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/sh

ougaishakoyou/shougaisha_h25/index.

html

企業活動に関連する人権リスクの事例（ジェンダー）

 男女間で賃金等の待遇に格差が生じている

 「男性（女性）のみ募集」という求人のため、性別やアイデンティ

ティが原因で希望職種での就職活動ができない

 履歴書の性別の記載義務により就職機会が限定されたり採用側から

「詐称ではないか」等の不当な扱いを受ける

 女性や性的マイノリティ当事者に対して、結婚や出産等のライフイ

ベントの予定を就職活動の面接で訪ねる

 アウティング（本人の同意なく性的指向・ジェンダーアイデンティ

ティに関することを第三者に暴露すること）を行う

企業活動に関連する人権リスクの事例（差別）

 採用･募集に当たり、「ビジネスマン」「生保レディ」「男性歓

迎」「女性向き職種」等の表示をする

 採用等に当たり、障害を理由に不利益な取扱をする

 採用基準を満たす人の中から性別や年齢、国籍等を基準に採用する

 採用、昇進昇格等において、業務能力や勤怠状況等の合理的理由な

く差別したり不利益を与えたりする

 病気にかかったことを理由に本人の望まない異動を強いる

 企業の公式ホームページやSNSで人種差別的な発言･表現をする

職場におけるダイバーシティ推

進に関する事業（厚生労働省

HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni

tsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukint

ou/0000088194_00001.html



企業が配慮すべき主要な人権リスク ～サプライチェーン関係～
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企業活動に関連する人権リスクの事例

 自社の原料の調達先の工場において、労働者が劣悪な環境で

の労働を強いられる

 取引先従業員が下請企業従業員に対しセクハラを行う

 電化製品内の部品に、紛争鉱物（採掘、輸送、取引等を行う

ことによって、非政府武装集団やその関連組織への直接的又

は間接的な支援に繋がりうる鉱物）等の人権への負の影響の

高い鉱物が含まれている

 人権侵害に加担していることが明白な企業に対して、金銭の

貸付や投融資を行う

 委託先工場の廃棄物や排水により、周辺地域に住む住民への

健康被害を引き起こす

 製品を使用した消費者のプライバシーの権利を侵害したり、

健康被害を発生させるなどの人権への負の影響を生じさせる

【参考サイト】

ビジネスと人権～責任あるグ

ローバル・サプライチェーンに

向けて～（厚生労働省HP）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpag

e_37874.html

責任あるサプライチェーン等に

おける人権尊重のための実務参

照資料（経済産業省HP）

https://www.meti.go.jp/press/2023/

04/20230404002/20230404002.html



人権に関する取組が事業活動に与える影響
先進的な人権への取り組みは、売上の増加、株価の上昇、採用力の強化など、企業の利益向上につなが

る可能性があります。

一方で、人権対応が不十分な場合には、取引停止や不買運動による売上減少、株価下落、罰金の発生な

ど、重大な損失を招くリスクがあります。

企業トップにおいては、人権への取り組みが企業にとって新たなチャンスにもリスクにもなり得ること

を正しく理解し、社内への浸透を図るとともに、人権を考慮した事業運営のための組織体制の整備が求め

られます。
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(f) 商品等の差別的要素や欠陥による販売停止・ 事業撤退

(g) 従業員離反による事業停滞・事業停止

(h) 既存顧客や政府との取引停止

(i) 不買運動の発生

(j) 罰金の発生

(k) 訴訟提起・損害賠償の発生

(l) 採用力・人材定着率の低下（≒採用コストの増加）

(m) ブランド価値の毀損

(n) 株価の下落

(o) ダイベストメント（投資の引揚げ）

業績への影響

企業価値への影響

売上の減少

コストの増加

売上の増加 (a) 新規顧客の開拓・既存顧客との関係強化

(b) 採用力・人材定着率の向上（≒採用コストの減少）

(c) 生産性の向上

(d) ブランド価値の向上

(e) 株式等価値の上昇
企業価値への影響

業績への影響
コストの減少

人権に関する取組みの充実によるポジティブな影響

人権に関する取組みの不足によるネガティブな影響



おわりに ～本日の研修のまとめ～

◆公正な採用選考について
 採用選考に当たっては「応募者の基本的人権の尊重」「応募者の持つ適性・能力のみを基準として採用選考

を行う」「応募者に広く門戸を開く」の三点を基本的な考え方として実施することが重要です。

 就職差別につながるおそれのある14項目については、質問しない、書かせない、実施しないようお願いしま

す。

 雇用主が、人権問題について正しい理解と認識のもとに公正な採用選考を行っていただくため、事業所内で

の事務的な責任者となる「公正採用選考人権啓発推進員」を選任してください。
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◆企業に求められる「ビジネスと人権」への対応について
 近年、企業活動において人権尊重が不可欠な要素として認識されており、企業は自らの事業活動のみならず

サプライチェーン全体において人権を尊重する責任を負っています。

 人権問題は企業にとって重大なリスク要因となり得ます。人権侵害が発生した場合、売上低下、法的責任の

発生、取引停止、人材の流出、ブランドイメージの毀損といった悪影響が生じます。一方で、積極的な人権

対応は、顧客との信頼関係の構築、従業員の定着率向上、投資家からの評価向上など、企業にとって多くの

メリットをもたらします。

 人権尊重の取組は企業の持続可能性や競争力に直結するものであり、経営戦略の中核に据えるべき課題とと

らえ、経営層が率先して取り組んでください。

新規高等学校卒業者の応募（学校推薦）は９月５日から、選考活動は９月16日から開始されます。不適切な選

考が行われることが絶対にないよう「公正な採用選考システム」の確立に取り組んでください。


